
 

大船渡市議会災害時等行動マニュアル 

区分 処理事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇議長は県外又は市外等において感染症等が発生した場合に

は、BCP感染症対応版により期別段階的な対応を行う。 

 

①議員は、BCP感染症対応版に従い感染症予防を行う。 

①濃厚接触者、感染者等に認定された場合には議長に報告す

る。 

 

②③必要に応じ、特別委員会を設置し、調査・要望・提言活動

を行う。 

 

 

 

〇国や県等の基準に照らし合わせて小康状態と判断した場合

には特別委員会の解散を行う。 

 

 

 

〇感染症が、市内に大きな混乱や経済的損失を生じさせ、感染

拡大が懸念される場合には災害対策会議に移行する。 

 

 

 

 

○議長は、「大船渡市議会災害対策会議」の設置を決定する。 

○議長は、市本部に対し「災害対策会議」設置の報告を行う。 

○議長は、議員に対し「災害対策会議」設置の報告をする。 

④議員は議長から「災害対策会議」設置の報告を受けたのち、

安否及び居所連絡所、感染症に係る状況を議会事務局へ報告す

る。 

 

 

○議員は自身の安全を確保したのち「災害対策会議」へ指定の 

服装にて参集する。 

※道路の寸断や感染症等により「災害対策会議」へ参集出来ない

場合は、地区の情報収集や諸活動を支援し、「災害対策会議」へオ 

感染症等発生 

災害又は災害級の事案発生 

「災害対策会議」の設置 

「災害対策会議」の行動 

④安否確認等 

 

③調査・要望・提言 

「感染症に係る特別委員会」の設置 

①感染状況の確認等 

 

②情報の収集・提供 

小康状態により 

特別委員会の解散 



 

※「感染症」とは、市内において大きな混乱や経済的損失を生じさせ、又は感染が拡大する恐れがある場合をいう。 

※「BCP」とは、大船渡市議会業務継続計画をいう。 

※「災害対策会議」とは、大船渡市議会災害対策会議をいう。 

※「市本部」とは、大船渡市災害対策本部をいう。 

 

（平成 25年７月１日 制定） 

（令和３年４月 26日 改正） 

ンライン等の活用を通じて報告を行い、必要に応じ支援要請をす

ることができる。 

※災害により電話等が不通の際、市本部や「災害対策会議」に連

絡を取るときは、公共施設の移動系防災行政無線やタブレット端

末を使用する。 

※感染症により「災害対策会議」へ参集出来ない場合は、オンラ

インにより会議に参加することが出来る。 

 

〇「災害対策会議」は必要に応じて部会を設置し専門的な調査

等を行う。 

 

 

⑤「災害対策会議」は、市本部から情報を収集し、議員へ提供 

する。 

 

⑤各議員からの情報は、「災害対策会議」で整理し、市本部へ 

提供する。 

 

⑥「災害対策会議」は、市本部へ要望や提言を行う。 

⑥「災害対策会議」は、必要に応じて国、県、関係機関へ要望

活動を行う。 

 

 

○議長は、災害の拡大の恐れがなくなったときやおおむね災 

害応急対策が終了したとき等「災害対策会議」の解散を決定し、 

関係機関及び住民に周知を行う。 

 

※必要に応じ、災害対策等特別委員会へ移行し、復旧・復興を支援す

る。 

「災害対策会議」の解散 

災害対策に係る部会の設置 

⑥調査・要望・提言 

⑤情報の収集・提供 

 


